
１．賃金請求権の消滅時効期間の延長等
・ 賃金請求権の消滅時効について、令和２年（2020年）4月施行の改正民法と同様に５年に延長
・ 消滅時効の起算点が客観的起算点（賃金支払日）であることを明確化
（※）退職手当（５年）、災害補償、年休等（２年）の請求権は、現行の消滅時効期間を維持

２．記録の保存期間等の延長
・ 賃金台帳等の記録の保存期間について、賃金請求権の消滅時効期間と同様に５年に延長
・ 割増賃金未払い等に係る付加金の請求期間について、賃金請求権の消滅時効期間と同様に５年に延長

３．施行期日、経過措置、検討規定
・ 施行期日：改正民法の施行の日（令和２年（2020年）４月１日）
・ 経過措置：賃金請求権の消滅時効、賃金台帳等の記録の保存期間、割増賃金未払い等に係る付加金の請求期間は、

当分の間は３年。
施行日以後に賃金支払日が到来する賃金請求権について、新たな消滅時効期間を適用

・ 検討規定：本改正法の施行５年経過後の状況を勘案して検討し、必要があるときは措置を講じる

労働基準法の一部を改正する法律（令和２年法律第13号）の概要

改正の概要

（参考）

民法の一部を改正する法律（平成29年法律第44号）により、使用人の給料に係る短期消滅時効が廃止されることや、労働政策
審議会の建議等を踏まえ、労働基準法における賃金請求権の消滅時効期間等を延長するとともに、当分の間の経過措置を講ずる。

改正の趣旨

現行法 改正法 施行期日等

【民法】 ・ 月又はこれより短い時期によって
定めた使用人の給料に係る債権
の消滅時効期間(短期消滅時効)

１年 短期消滅時効は廃止し、契約に基づく
債権の消滅時効期間は原則５年

施行期日：令和2年（2020年）4月1日

施行日以後になされた契約に基づく債権について、新たな
消滅時効期間を適用

【労働基準法】 ・ 賃金請求権の消滅時効期間
・ 付加金の請求期間
・ 退職手当請求権の消滅時効期間
・ 賃金台帳等の書類保存義務

(現行法)
２年
２年
５年
３年

（改正法案）
５年（※）
５年（※）
５年
５年（※）

（改正法案）
施行期日：改正民法の施行の日（令和2年（2020年）4月1日）

施行日以後に賃金支払日が到来する賃金請求権について、
新たな消滅時効期間を適用

特別法

（※）は、当分の間３年


